
≪事業の目的及び現在の取組み概要等≫

事業の具体的内容
（対象、事業主体、事業
期間、総事業費、事業

費内訳等記載）

　独身者の結婚に対する意識啓発のためのセミナーや、結婚しやすい職場環境づくりに向け
た企業向けセミナー、独身の子の側面的な支援につなげるための親向けセミナー等を実施
する。
　また、各種セミナーや婚活支援事業等の情報を対象者に効果的に届けるため、SNS等を
活用した広報・周知を行う。

　１　事業内容
　（１）セミナーの実施
　　ア　ライフデザインセミナー
　　　独身者を対象に、結婚や妊娠・出産・子育てといった人生の未来を具体的に想起させる
　　ことで、結婚・婚活に向けた意識啓発を図るため、ライフデザインセミナーを実施する。

基　本　施　策 F4 安心して子どもを生み育て、子どもの健やかな育ちを図ります
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≪基本情報≫
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事 務 事 業 名 「ながさきで婚活」応援事業費

基本施策の目的
（対象と意図）

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

子どもが 健康に生まれ健やかに育っている。

個　別　施　策 F4-5 結婚を希望する独身男女の婚活を支援します

個別施策の目的
（対象と意図）

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

結婚を希望する独身男女が 婚活における出会いの機会を得ている。

現状・問題点

　長崎市においては、結婚を望む市民の希望を実現するため、婚活支援に取り組んでいると
ころである。
　具体的取組状況として、県では個人同士のマッチングや市中心部での婚活イベント等を実
施していることから、長崎市では、企業間の交流や市の周辺部での体験型婚活交流会を実
施し、県との連携・すみ分けを行いながら、効果的に施策の展開を図ってきた。
　そのような中、結婚希望者は9割近くいるものの、婚活交流会の参加者は減少傾向にある
ため、結婚希望者が結婚に向けて実際に行動を起こす意識醸成を図る必要があるとの課題
が浮かび上がってきた。
　また、企業間交流の仕組みについては、登録企業やグループが伸び悩んでおり、企業側
の結婚に対する理解促進も図る必要がある。

目標（誰（何）をどのよう
な状態にしたいのか）

　結婚希望者等が結婚に対する具体的行動を起こしており、出会いの機会の拡大が図られ
ている。
　また、結婚しやすい職場環境づくりに取り組む企業が増えている状態を目指す。

課題（どういうことをする
必要があるのか）

　独身者の結婚に対する意識啓発を行うとともに、社会として結婚を応援する機運の醸成や
結婚しやすい職場環境づくりに向けた企業の意識改革、また、独身の子を持つ親の意識醸
成を行う必要がある。
　また、対象者に向けた効果的な情報発信を行う必要がある。

≪事業の概要≫

上記の問題点に対して
現在行っている事業の

有無
　有　・　無　　　※有の場合は事業概要を添付（委員会資料等）

当該新規・拡大事業を
行うにあたり、縮小・統

合・廃止する事業

　有　・　無　　　※有の場合は事業概要を添付（委員会資料等）
　新規・拡大事業を行うためには、今までやってきた取組みを検証し、成果や効果が低い事
務事業の終了も含めた「選択と集中」に努めることが不可欠です。

新 規

拡 大



事業の具体的内容
（対象、事業主体、事業
期間、総事業費、事業

費内訳等記載）

　　イ　マリッジデザインセミナー
　　　独身者を対象に、出会いから結婚までの道のりなど、特に結婚に特化したライフプラン
　　を具体的に示し、現実的に想起させることで、結婚・婚活に向けた意識啓発を図るため、
　　マリッジデザインセミナーを実施する。
　　ウ　企業向けセミナー
　　　市内企業の代表者や管理職、人事労務担当者等を対象に、結婚しやすい職場環境づく
　　りや社会として結婚を応援する機運の醸成を図るため、企業向けセミナーを実施する。
　　エ　親向けセミナー
　　　独身者の子を持つ親を対象に、結婚事情が親世代から大きく変わってきた中で、独身
　　の子の結婚・婚活に関する側面的なサポートが効果的にできるよう、親向けセミナーを
　　実施する。
　（２）広報・周知
　　ア　SNS（Instagram、Facebook）広告を活用した広報・周知
　　　セミナーや婚活支援情報等を対象者に効果的に届けるため、SNSユーザーの年齢、
　　居住地等を限定してSNS内での広告を行う。
　　イ　商工会議所会員企業に対するチラシ等の送付
　　　セミナーや婚活支援情報等を市内企業及びその従業員に確実に届けるため、商工
　　会議所のチラシ同封サービスを活用した広報・周知を行う。

　３　事業期間　　令和3年度

　４　総事業費　　1,822千円

　５　事業費内訳
　（１）セミナー開催経費　 800千円
　　　各セミナー200千円（講師謝礼金100千円、旅費90千円、会場借上料10千円）×4回
　（２）広報・周知経費　　1,022千円
　　　ア　SNSを活用した広告掲載料　770千円
　　　イ　商工会議所会員企業へのチラシ等送付　252千円（63千円×4回）

業務量の増減
160ｈ増　増分360ｈ（講師等との連絡調整160ｈ、セミナー開催40ｈ、広報・周知80ｈ、
　　　　　　　　　　　　　関係機関との調整等80ｈ）
　　　　　　減分200ｈ（婚活交流会を開催しないことによる減200ｈ）

金額（千円） 国 県

予
算
額

地方債

市民等の参画と
協働のまちづくり

（取組みに☑をし、
その内容を記載） セミナーの対象者は市民とする。

事　業　期　間 （　　　　　　　　　　　　　　　）

その他 一般財源

当　年　度 1,822 1,214 608

100

成果指標及び
目標値の説明

　セミナーは結婚に対する意識啓発を目的として実施するため、受講後アンケートにより、結
婚に対する意識が高まった参加者の割合を本事業の成果指標とする。
　また、セミナーの実施により、参加者全員が結婚に対する意識が高まることを目標とし、目
標値は100％とする。

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目　標　値

財源名称　

総　　　額

地域少子化対策重点推進交付金2/3

成
果

(

活
動

)

指
標

指標（単位） セミナーの受講により、結婚に対する意識が高まった参加者の割合（％）

年　　　度 令和3年度

単年度 単年度繰り返し 期間限定

情報共有 参画 協働



評　価　結　果

(1)今後の事業の方向性と理由

　独身者の多くは結婚を望んでいるものの、実際に結婚に向けた行動を起こしていない方が多い傾向があることから、
独身者の結婚に対する意識啓発のためのセミナーや、結婚しやすい職場環境づくりに向けた企業向けセミナー等を実
施するものである。
　独身者等の結婚に対する具体的行動を起こす意識醸成につながり、また、結婚しやすい職場環境づくりに取り組む
企業の増加が期待できることから、事業の実施は適当である。
　ただし、事業実施に対する意見は次のとおり。

【市長ヒアリングまでに（予算計上にあたって）整理すべき事項】
・民間が行う婚活支援事業との役割分担を行い、事業の効果が向上するよう工夫すること。
【その他の意見】
・セミナーの開催にあたっては、参加したいと思わせるよう周知方法や内容を工夫すること。

(2) 評価会議における指摘事項

一部不採択

所管案のとおり

企画不十分

事業規模縮小

企画不十分不採択

採択
事業のやり方改善 事業規模拡大

事業統廃合 その他


